
株式の状況
発行可能株式総数 45,036,000株

発行済株式総数 14,133,000株

株主数 5,303名

大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

道具　登志夫 2,496,296 17.96

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,626,000 11.70

DAM株式会社 680,000 4.89

JP MORGAN CHASE BANK 380055 660,800 4.75

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 532,300 3.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 505,600 3.64

STATE STREET LONDON CARE OF STATE STREET BANK AND TRUST, 
BOSTON SSBTC A/C UK LONDON BRANCH CLIENTS - UNITED KINGDOM 460,000 3.31

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10 262,929 1.89

GOVERNMENT OF NORWAY 261,683 1.88

BBH (LUX) FOR FIDELITY FUNDS PACIFIC FUND 227,600 1.64

（注） 上記持株比率は、自己株式（232,820株）を控除して計算しております。

所有者別株式分布状況
個人・その他 4,656,121株
外国法人等 4,293,537株
金融機関 3,763,600株
国内法人等 1,026,723株
自己名義株式 232,820株
証券会社 160,199株
　　合計 14,133,000株

自己名義株式
1名

1.65%

証券会社
29名
1.13％

金融機関
23名
26.63％

国内法人等
30名
7.26％

外国法人等
153名
30.38％

個人・その他
5,067名
32.95％

個人・その他

自己名義株式

外国法人等
金融機関
国内法人等

証券会社

会社概要
商号 デジタルアーツ株式会社
英文商号 Digital Arts Inc.
設立 1995年6月21日

本社所在地 〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-1
大手町ファーストスクエア ウエストタワー14F

事業内容 インターネットセキュリティ関連ソフトウェアおよび
アプライアンス製品の企画・開発・販売

資本金 713,590,262円
従業員数 213名

事業所一覧
営業所 北海道営業所

東北営業所
中部営業所
関西営業所

中四国営業所
九州営業所

グループ会社 
【国内子会社】

デジタルアーツコンサルティング株式会社
【米国子会社】

Digital Arts America, Inc.
Digital Arts Investment, Inc.

FinalCode, Inc.
【英国子会社】

FinalCode Europe Limited
【シンガポール子会社】

FinalCode Asia Pacific Pte. Ltd.

役員
代表取締役社長 道具 登志夫
取締役 赤澤 栄信
取締役 松本 卓也
監査等委員である取締役 若井 修治
監査等委員である取締役 窪川 秀一（社外）
監査等委員である取締役 上杉 昌隆（社外）

株主メモ
事業年度 4月1日から翌年の3月31日まで

定時株主総会 6月に開催いたします。

単元株式数 100株

基準日 定時株主総会の議決権　3月31日
期末配当金　　　　　　3月31日
中間配当金　　　　　　9月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先 東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168-0063）

電話問合せ 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-782-031（フリーダイヤル）

公告の方法 電子公告
電子公告掲載のホームページアドレス
　　https://www.daj.jp/ir/
電子公告ができない場合の公告掲載新聞
　　日本経済新聞
※ 貸借対照表および損益計算書を下記当社ホームページアドレスに掲載

しております。　https://www.daj.jp/ir/finance/bs_pl/

「マイナンバー」制度のご案内
市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係手続きで必要となります。
このため、株主様から、マイナンバーをお取引先の証券会社等へお届出ください。

■証券口座にて株式を管理されている株主様
お取引先の証券会社までお問い合わせください。

■証券会社とお取引がない株主様
下記までお問い合わせください。
三井住友信託銀行株式会社
証券代行部

a® 0120-782-031
（9：00～17：00 土・日・祝日を除く）

会社概要（2018年9月30日現在）株式情報（2018年9月30日現在）
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株主の皆様へ
To Our Shareholders

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り厚
く御礼申し上げます。

　さて、2019年３月期第２四半期連結累計期間（2018年４月
１日～2018年９月30日）の事業の概況をとりまとめましたので、
ここにご報告申し上げます。

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費や
設備投資の持ち直し等を背景として、雇用情勢・企業収益は引き

続き緩やかな回復基調で推移しました。一方で、米国の保護主義
政策が国際的な貿易摩擦へと深刻化する懸念が拡大するなど、世
界経済の先行きは不透明な状況が続いております。
　当社グループが属するセキュリティ業界におきましては、ラン
サムウェア等、多様化するサイバー攻撃被害が相次いでいること
を背景として需要が拡大しており、従来、需要の中心であった大
規模組織のみならず、相対的にセキュリティ対策が遅れていた中
堅・中小企業における新規導入需要が拡大しております。加えて、
IoT・AI等の普及や「働き方改革」の推進に伴い、セキュリティ
担当者が管理しなければならないリスクは益々多様化・高度化し、
セキュリティサービスに対する需要は今後も拡大するものと予想
されます。
　このような状況の中、当社グループの国内事業につきましては、
お客様の規模に関わらず安全なインターネット環境を享受できる
ソリューションを提供するため、企業・公共向け市場においては、
引き続き「i-FILTER」Ver.10、「m-FILTER」Ver.５の拡販に努
めました。加えて、Webサービスやメール環境のクラウド化が
急速に進んでいることを背景として、2018年５月に「i-FILTER」
「m-FILTER」のクラウドサービスを開始いたしました。クラウド
環境においても、Webを安心して閲覧でき、メールをためらい
なく開くことができる世界観を提供してまいります。さらに、
「FinalCode」についても、既存ユーザーおよび導入を検討して
いるお客様の要望の高かった「ブラウザービュー」機能を追加し
ました。当該機能により、暗号化ファイルを受け取った社外ユー
ザーがクライアントソフトをインストールすることなく、暗号化
ファイルを閲覧することが可能となります。引き続き
「FinalCode」の機能を強化し拡販に努めてまいります。家庭向
け市場においては、引き続きMVNO事業者と連携し、スマート
フォン向け「i-フィルター」のモバイル端末版の更なる拡販をす

るとともに協業拡大を推進いたしました。
　海外事業につきましては、新CEOの下、経験豊富な人材の
採用、組織体制の強化、提携パートナー・チャネルパートナー
開拓等の活動を推進したことに加え、中長期的な製品展開、
販売戦略の見直しにより、グループ再編を実施いたしました。
　
　以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は
2,764,121千円(前年同期比112.0％)となりました。また、
利益面につきましては、拡大する国内新規導入需要を背景と
して戦略的な販促活動を実施したこと、米国子会社を中心に
経験豊富なメンバーを獲得し組織体制・販売体制を強化した
ことに加え、グループの海外戦略の見直しに伴う再編費用等
が発生し、広告宣伝費、販売促進費、人件費、支払報酬が一
時的に増加し、営業利益は1,036,257千円(前年同期比
112.4％)、経常利益は1,040,094千円(前年同期比111.5％)、
親会社株主に帰属する四半期純利益は992,118千円(前年同期
比160.4％)となりました。

　当社グループといたしましては、今後、「外部からの標的型
攻撃」対策市場においてもグローバルにシェアを獲得し、総
合セキュリティ対策ソリューション企業へと大きく飛躍する
べく、皆様方からの熱いご期待にお応えできるよう、全社一
丸となり邁進してまいる所存です。
　
　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援
を賜りますようお願い申し上げます。
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営業利益
親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益経常利益 純資産 総資産売上高 27億64百万円 10億36百万円 9億92百万円10億40百万円 70億56百万円 91億42百万円

（百万円）

■ 第2四半期　■ 通期 ■ 第2四半期　■ 通期 ■ 第2四半期　■ 通期 ■ 第2四半期　■ 通期 ■ 第2四半期末　■ 期末 ■ 第2四半期末　■ 期末

（百万円） （百万円）（百万円） （百万円） （百万円）

より便利な、より快適な、より安全な
インターネットライフに貢献していく
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丸となり邁進してまいる所存です。
　
　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援
を賜りますようお願い申し上げます。
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株式の状況
発行可能株式総数 45,036,000株

発行済株式総数 14,133,000株

株主数 5,303名

大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

道具　登志夫 2,496,296 17.96

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,626,000 11.70

DAM株式会社 680,000 4.89

JP MORGAN CHASE BANK 380055 660,800 4.75

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 532,300 3.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 505,600 3.64

STATE STREET LONDON CARE OF STATE STREET BANK AND TRUST, 
BOSTON SSBTC A/C UK LONDON BRANCH CLIENTS - UNITED KINGDOM 460,000 3.31

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10 262,929 1.89

GOVERNMENT OF NORWAY 261,683 1.88

BBH (LUX) FOR FIDELITY FUNDS PACIFIC FUND 227,600 1.64

（注） 上記持株比率は、自己株式（232,820株）を控除して計算しております。

所有者別株式分布状況
個人・その他 4,656,121株
外国法人等 4,293,537株
金融機関 3,763,600株
国内法人等 1,026,723株
自己名義株式 232,820株
証券会社 160,199株
　　合計 14,133,000株

自己名義株式
1名

1.65%

証券会社
29名
1.13％

金融機関
23名
26.63％

国内法人等
30名
7.26％

外国法人等
153名
30.38％

個人・その他
5,067名
32.95％

個人・その他

自己名義株式

外国法人等
金融機関
国内法人等

証券会社

会社概要
商号 デジタルアーツ株式会社
英文商号 Digital Arts Inc.
設立 1995年6月21日

本社所在地 〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-1
大手町ファーストスクエア ウエストタワー14F

事業内容 インターネットセキュリティ関連ソフトウェアおよび
アプライアンス製品の企画・開発・販売

資本金 713,590,262円
従業員数 213名

事業所一覧
営業所 北海道営業所

東北営業所
中部営業所
関西営業所

中四国営業所
九州営業所

グループ会社 
【国内子会社】

デジタルアーツコンサルティング株式会社
【米国子会社】

Digital Arts America, Inc.
Digital Arts Investment, Inc.

FinalCode, Inc.
【英国子会社】

FinalCode Europe Limited
【シンガポール子会社】

FinalCode Asia Pacific Pte. Ltd.

役員
代表取締役社長 道具 登志夫
取締役 赤澤 栄信
取締役 松本 卓也
監査等委員である取締役 若井 修治
監査等委員である取締役 窪川 秀一（社外）
監査等委員である取締役 上杉 昌隆（社外）

株主メモ
事業年度 4月1日から翌年の3月31日まで

定時株主総会 6月に開催いたします。

単元株式数 100株

基準日 定時株主総会の議決権　3月31日
期末配当金　　　　　　3月31日
中間配当金　　　　　　9月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先 東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168-0063）

電話問合せ 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-782-031（フリーダイヤル）

公告の方法 電子公告
電子公告掲載のホームページアドレス
　　https://www.daj.jp/ir/
電子公告ができない場合の公告掲載新聞
　　日本経済新聞
※ 貸借対照表および損益計算書を下記当社ホームページアドレスに掲載

しております。　https://www.daj.jp/ir/finance/bs_pl/

「マイナンバー」制度のご案内
市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係手続きで必要となります。
このため、株主様から、マイナンバーをお取引先の証券会社等へお届出ください。

■証券口座にて株式を管理されている株主様
お取引先の証券会社までお問い合わせください。

■証券会社とお取引がない株主様
下記までお問い合わせください。
三井住友信託銀行株式会社
証券代行部

a® 0120-782-031
（9：00～17：00 土・日・祝日を除く）

会社概要（2018年9月30日現在）株式情報（2018年9月30日現在）
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